
様式１

一般会計

令和２年度予算見積額 4,782,131 千円

令和元年度当初予算額 5,072,748 千円

差 引 増 減 額 -290,617 千円

対 前 年 度 比 率 94.3 ％

沿岸漁業改善資金助成事業特別会計

令和２年度予算見積額 34,116 千円

令和元年度当初予算額 452,196 千円

差 引 増 減 額 -418,080 千円

対 前 年 度 比 率 7.5 ％

（注）上記には、人件費を含まない。

令和２年度水産振興部予算見積総括表

（注2）令和元年度当初予算額は、地方創生による前倒し分を含む。



２月補正前倒し含む （単位：千円）

R元当初
予算額

R2当初
予算額

増減
（R2－R元） 新規・拡充・廃止・組替事業等 担当課名

1,322,245 1,981,519 659,274

745,295 1,432,231 686,936

漁業金融対策費 61,301 65,661 4,360 漁業者に低利資金を融通するための利子補給等 水産政策課

水産政策総務費（高知マリンイノベーションプラットフォーム運営協議会） 0 3,048 3,048 【新規】プラットフォームの全体構想や実現するプロジェクト等について検討 水産政策課

沿岸漁業経営体法人化支援事業費 515 0 △ 515 【廃止】法人化の意義が周知できたため 漁業管理課

栽培漁業振興事業費 4,060 4,143 83 栽培漁業基本計画等に沿って栽培漁業を推進 漁業振興課

種子島周辺漁業対策事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 138,775 164,426 25,651 ロケット打ち上げに伴う漁業損失に対し共同施設設置事業を実施し、関係漁
業者の経営安定を図る 漁業振興課

漁業生産基盤維持向上事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 10,972 9,919 △ 1,053 漁業活動の維持、向上に効果が認められる取組に対して支援 漁業振興課

漁船導入支援事業費補助金 15,500 19,400 3,900 中核的漁業者のリース漁船取得経費への支援 漁業振興課

沿岸漁業設備投資促進事業費補助金 8,205 0 △ 8,205 【廃止】継ぎ足し補助事業の見直しによる 漁業振興課

成長産業化沿岸地域創出事業費補助金 0 3,400 3,400 【新規】資源管理等に取り組む漁業者のリース漁船導入経費の支援 漁業振興課

沿岸漁業設備投資促進事業費 150 135 △ 15 沿岸漁業設備投資促進事業に関する事務費 漁業振興課

水産業強化支援事業費 0 261,524 261,524 浜の活力再生プランに基づく共同利用施設等の整備を支援 漁業振興課

土佐黒潮牧場保全事業費 31,246 27,658 △ 3,588 黒潮牧場ブイ及び中層型浮魚礁の保守管理等を実施 漁業振興課

漁海況情報等提供システム管理運営費 3,878 5,378 1,500 海況情報提供システムの維持管理及び漁海況HP改修 漁業振興課

大型定置網・中型まき網漁業承継等支援事業費補助金 30,000 0 △ 30,000 民間事業者等による大型定置網や中型まき網漁業の新規参入等を支援 漁業振興課

高知マリンイノベーション推進事業費 17,088 3,427 △ 13,661 土佐黒潮牧場ブイの高機能化 漁業振興課

養殖業振興事業費補助金 34,735 645 △ 34,090 民間事業者等の新規参入等に係る養殖施設の取得等を支援 漁業振興課

急潮に強い定置網漁業への転換に向けた現場潮流の解析 2,321 2,152 △ 169 定置網漁業に甚大な被害をもたらす急潮の予報精度の向上 漁業振興課

高精度な漁況漁場予測手法の開発 4,037 2,392 △ 1,645 メジカ漁場の形成やキンメダイ漁場での二枚潮の発生を予測 漁業振興課

広域漁場整備事業費 382,512 858,923 476,411 浮魚礁（黒潮牧場ブイ）の耐用年数（10年）経過による更新 漁港漁場課

115,485 61,682 △ 53,803

マグロ養殖振興事業費 237 214 △ 23 マグロ養殖事業に係る事務費 漁業振興課

クロマグロ受精卵生産委託料 11,284 0 △ 11,284 【廃止】受精卵の採取及び輸送技術を確立したため 漁業振興課

クロマグロ人工種苗生産委託料 58,464 0 △ 58,464 【廃止】中間育成時の飼育方法を確立したため 漁業振興課

人工種苗養殖技術開発委託料 3,074 0 △ 3,074 【廃止】必要な飼育データ等を新規事業で取得するため 漁業振興課

クロマグロ人工種苗養殖試験委託料 0 56,304 56,304 【新規】種苗生産から1歳まで飼育し、成長等のデータを取得 漁業振興課

人工種苗生産技術開発委託料 3,856 0 △ 3,856 【廃止】ブリ人工種苗の生産技術は確立 漁業振興課

養殖ブリ輸出振興事業費 0 129 129 【新規】輸出に適した大型ブリの生産拡大を支援 漁業振興課

養殖業振興事業費補助金 34,735 645 △ 34,090 民間事業者等の新規参入等に係る養殖施設の取得等を支援 漁業振興課

魚類養殖における寄生虫の新たな防除技術の開発 1,900 1,878 △ 22 寄生虫防除技術の開発 漁業振興課

水産試験場古満目分場試験研究費 1,935 2,512 577 新養殖対象種の探索等 漁業振興課

37,660 8,121 △ 29,539

大型定置網・中型まき網漁業承継等支援事業費補助金 30,000 0 △ 30,000 民間事業者等による大型定置網や中型まき網漁業の新規参入等を支援 漁業振興課

未利用漁場活用促進事業費 7,660 8,121 461 未利用漁場に効率的かつ生産性の高い漁法を導入 漁業管理課

423,805 479,485 55,680

水産多面的機能発揮対策推進支援交付金 1,580 1,400 △ 180 活動計画策定、活動組織の指導及び活動確認等に必要な経費 漁業振興課

水産多面的機能発揮対策支援交付金 6,190 5,239 △ 951 水産多面的機能発揮活動の実施に要する経費の支援 漁業振興課

漁場保全対策支援交付金 0 1,889 1,889 【新規】漁場の清掃活動に要する経費の支援 漁業振興課

水産多面的機能発揮対策事業費 780 670 △ 110 水産多面的機能発揮活動支援に要する事務費 漁業振興課

種子島周辺漁業対策事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 138,775 164,426 25,651 ロケット打ち上げに伴う漁業損失に対し共同施設設置事業を実施し、関係漁
業者の経営安定を図る 漁業振興課

漁業生産基盤維持向上事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 10,972 9,919 △ 1,053 漁業活動の維持、向上に効果が認められる取組に対して支援 漁業振興課

遊漁等振興事業費 15,806 12,319 △ 3,487 遊漁船業等の振興を図るための取組を支援 水産政策課

内水面漁業振興事業費 141,106 159,784 18,678 河川資源の増強に資する事業を実施 漁業振興課

アユの資源増殖に効果的な放流及び資源保護手法の開発 1,000 1,000 0 資源増殖に効果的なアユ保護手法の開発 漁業振興課

（再掲）

令和２年度  水産振興部　施策体系表

細目事業名

１．漁業生産の構造改革

（１）効率的な漁業生産体制への転換

（２）養殖生産の拡大

（再掲）

（３）漁場の有効活用の促進

（再掲）

（４）漁村におけるサービス業の創出

（再掲）

様式２



２月補正前倒し含む （単位：千円）

R元当初
予算額

R2当初
予算額

増減
（R2－R元） 新規・拡充・廃止・組替事業等 担当課名

令和２年度  水産振興部　施策体系表

細目事業名

様式２

高知県のアユ資源量の維持・増大に向けた取組支援事業 1,366 1,375 9 産卵・遡上調査等により各漁協が行う増殖活動を支援 漁業振興課

人工種苗「土佐のあゆ」の種苗性評価事業 987 987 0 放流効果の高い種苗の生産・放流技術の検証・開発等 漁業振興課

河川におけるニホンウナギの生息状況及び生息環境調査事業 2,613 2,305 △ 308 河川におけるニホンウナギの生息状況調査等 漁業振興課

プレジャーボート対策事業費 13,030 13,654 624 PB係留施設の使用許可･巡視等の管理委託や施設の修繕工事等 漁港漁場課

漁業集落環境整備事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 89,600 104,518 14,918 漁業集落の環境改善施設の整備と漁業集落排水施設の長寿命化対策 漁港漁場課

656,933 665,641 8,708

1,462 1,161 △ 301

水産加工業高度化事業費補助金 650 400 △ 250 米国等の衛生基準に対応するため水産加工施設等の高度化の取組を支援 水産流通課

水産加工等支援事業費 812 761 △ 51 水産加工事業等を支援 水産流通課

655,471 664,480 9,009

リマ区域周辺漁業用施設設置事業費 92,098 498,036 405,938 リマ区域設定に伴う漁業への影響を緩和するため、生産基盤整備への助成等
を実施 漁業振興課

種子島周辺漁業対策事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 138,775 164,426 25,651 ロケット打ち上げに伴う漁業損失に対し共同施設設置事業を実施し、関係漁
業者の経営安定を図る 漁業振興課

水産業競争力強化緊急施設整備事業費 60,529 0 △ 60,529 【廃止】事業終了 漁業振興課

水産業クラスター活動支援事業費 1,320 822 △ 498 水産業クラスタープランの取組を総合的に支援 水産流通課

加工関連ビジネス支援事業費 201 380 179 残さい処理施設や冷凍保管施設等の運用、整備の検討 水産流通課

水産加工施設等整備事業費 362,548 816 △ 361,732 水産業クラスターの中核となる水産加工施設等の整備を総合的に支援 水産流通課

2,171,523 1,553,744 △ 617,779

52,363 51,027 △ 1,336

消費地市場連携強化事業費 1,410 1,481 71 市場合同会議で深まった関係を活かし、消費地市場のでの県産水産物PR等
を実施 水産流通課

見本市出展業務委託料 8,910 8,513 △ 397 シーフードショー（東京･大阪）に高知県ブースを設置し、県産水産物のPRや
販路開拓を実施 水産流通課

水産物都市圏外商ネットワーク強化事業委託料 14,803 14,691 △ 112 【拡充】「高知家の魚応援の店」とのネットワークを活かした取組を強化 水産流通課

水産物外商活動支援事業委託料 21,135 20,532 △ 603 【拡充】「高知家の魚応援の店」からのニーズ、助言を基に、産地へのフィードバッ
クの取組を強化 水産流通課

水産物地産外商推進事業費補助金 2,827 2,810 △ 17 加工業者、産地買受人等で組織する団体の外商活動や、クラスタープランに位
置づけられた取組を支援 水産流通課

水産物地産外商推進事業費 3,278 3,000 △ 278 県産水産物のPR、外商活動等に要する経費 水産流通課

19,878 20,748 870

養殖ブリ輸出振興事業費 0 129 129 【新規】輸出に適した大型ブリの生産拡大を支援 漁業振興課

水産物輸出促進事業費補助金 11,440 12,094 654 【拡充】大規模市場での県産水産物の認知度向上、販路開拓を強化 水産流通課

水産物輸出販路拡大事業費 1,227 546 △ 681 国内商社等を招へいし意見交換、輸出に向けたアドバイス等を通じ、商材の磨
き上げを図る 水産流通課

水産物輸出促進事業費 6,561 7,579 1,018 【拡充】大規模市場での県産水産物の認知向上、販路開拓を強化 水産流通課

水産加工業高度化事業費補助金 650 400 △ 250 米国等の衛生基準に対応するため水産加工施設等の高度化の取組を支援 水産流通課

2,099,282 1,481,969 △ 617,313

高知県１漁協支援事業費（鮮魚商品力向上推進事業費） 260 151 △ 109 鮮度向上や衛生管理の取組を支援 水産政策課

県１漁協構想推進事業費補助金（市場統合関連） 2,460 2,210 △ 250 市場統合に向けた取組を支援 水産政策課

産地市場統合推進事業費補助金 0 28,465 28,465 【新規】拠点市場の事務所整備を支援 水産政策課

種子島周辺漁業対策事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 138,775 164,426 25,651 ロケット打ち上げに伴う漁業損失に対し共同施設設置事業を実施し、関係漁
業者の経営安定を図る 漁業振興課

水産業強化支援事業費 0 261,524 261,524 浜の活力再生プランに基づく共同利用施設等の整備を支援 漁業振興課

水産業強化支援事業費（2月補正） 38,714 0 △ 38,714 漁業振興課

漁港単独改良費 58,000 58,000 0 県管理漁港における小規模な施設の改良・新設・関連業務等 漁港漁場課

漁港整備事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 1,528,748 967,193 △ 561,555 漁港漁場課

漁港整備事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く）（２月補正） 332,325 0 △ 332,325 漁港漁場課

80,728 148,892 68,164

79,642 147,940 68,298

漁業就業者確保対策事業費 9,412 6,923 △ 2,489 沿岸漁業者として自立するための研修の支援等 漁業振興課

担い手育成団体支援事業費 11,970 6,954 △ 5,016 民間企業等が行う担い手育成を支援 漁業振興課

漁業就業支援事業費補助金 33,219 107,610 74,391 漁業就業支援センターの研修事業等の実施を支援 漁業振興課

（再掲）

２.市場対応力のある産地加工体制の構築

（１）加工施設の立地促進や機能等の強化

（２）加工関連産業の強化

（再掲）

３.流通・販売の強化

（１）外商の拡大

（２）輸出の拡大

（再掲）

（再掲）

（３）産地市場の機能強化

（再掲）

（再掲）

（再掲）

（再掲）

４.担い手の育成・確保

（１）新規就業者の育成



２月補正前倒し含む （単位：千円）

R元当初
予算額

R2当初
予算額

増減
（R2－R元） 新規・拡充・廃止・組替事業等 担当課名

令和２年度  水産振興部　施策体系表

細目事業名

様式２

レンタル漁船事業費補助金 0 2,466 2,466 【新規】漁業就業支援センターのレンタル漁船に要する経費を支援 漁業振興課

漁業就業支援センター負担金 100 100 0 漁業就業支援センターに係る県負担金 漁業振興課

1,086 952 △ 134

漁船導入支援事業費補助金 15,500 19,400 3,900 中核的漁業者のリース漁船取得経費への支援 漁業振興課

沿岸漁業設備投資促進事業費補助金 8,205 0 △ 8,205 【廃止】継ぎ足し補助事業の見直しによる 漁業振興課

成長産業化沿岸地域創出事業費補助金 0 3,400 3,400 【新規】資源管理等に取り組む漁業者のリース漁船導入経費の支援 漁業振興課

沿岸漁業設備投資促進事業費 150 135 △ 15 沿岸漁業設備投資促進事業に関する事務費 漁業振興課

県１漁協構想推進事業費補助金（営漁指導員育成関連） 1,086 952 △ 134 新規就業者の経営安定化を支援 水産政策課

712,737 484,058 △ 228,679

沿岸漁業無線ネットワークによる24時間監視体制の強化 142 24,952 24,810 【拡充】沿岸漁業無線ネットワークの24時間監視体制を構築 漁業管理課

衛星携帯電話利用料 156 156 0 発災時に漁業指導通信を担う無線漁協との連絡手段を確保 漁業管理課

種子島周辺漁業対策事業費（うち南海トラフ地震対策分） 115,923 82,461 △ 33,462 ロケット打ち上げに伴う漁業損失に対し共同施設設置事業を実施し、関係漁
業者の経営安定を図る 漁業振興課

漁業生産基盤維持向上事業費（うち南海トラフ地震対策分） 22,126 2,484 △ 19,642 漁業活動の維持、向上に効果が認められる取組に対して支援 漁業振興課

内水面漁業センター施設耐震化 0 55,900 55,900 内水面漁業センターの耐震化工事 漁業振興課

水産試験場ポンプ室改築及び小型水槽解体工事設計委託 0 2,112 2,112 ポンプ室改築及び小型水槽解体に係る設計委託 漁業振興課

水産試験場古満目分場採卵作業棟改修工事 0 818 818 採卵作業棟改修工事設計委託 漁業振興課

沈廃船等処理委託料 1,900 3,347 1,447 県管理漁港に放置された沈廃船の処理委託料 漁港漁場課

市町村管理漁港沈廃船処理推進事業費補助金 945 2,700 1,755 市町村管理漁港に放置された沈廃船の処理経費の補助金 漁港漁場課

広域水産物供給基盤整備事業費（うち南海トラフ地震対策分） 187,950 232,248 44,298 防災拠点漁港で防波堤の粘り強い構造への補強工事等 漁港漁場課

広域水産物供給基盤整備事業費（うち南海トラフ地震対策分）（2月補正） 350,175 0 △ 350,175 漁港漁場課

漁業集落環境整備事業費（うち南海トラフ地震対策分） 31,920 55,580 23,660 「地域避難計画」と連携して市町村が行う避難路等の整備を支援 漁港漁場課

作業船位置等情報システム運用保守委託料 1,500 1,300 △ 200 作業船位置・回航情報システム運用保守委託 漁港漁場課

漁港施設管理情報データベース化委託料 0 20,000 20,000 【新規】漁港施設管理情報データベース化委託 漁港漁場課

6,060 33,347 27,287

高知県１漁協支援事業費 730 475 △ 255 高知県漁協の財務基盤強化を支援 水産政策課

高知県１漁協構想推進事業費 5,330 32,872 27,542 高知県１漁協構想の早期実現に向けた取組を実践 水産政策課

1,096,147 770,606 △ 325,541

5,524,944 4,816,247 △ 708,697

うち２月補正前倒し (721,214) △ 721,214
※R元当初予算額は、地方創生による前倒し分を含む

５.南海トラフ地震対策

（再掲）

（再掲）

（再掲）

（再掲）

（２）経営安定に向けた支援

（再掲）

６.高知県１漁協構想の早期実現

７.その他

水産振興部合計



単位：千円　人件費を除く

R2年度 R元年度

4,782,131 5,072,748 △ 290,617 △ 5.7%

公共事業予算 2,176,331 2,176,245 86 0.0%

公共事業以外の予算 2,605,800 2,896,503 △ 290,703 △ 10.0%

産業成長戦略関係予算 1,738,256 2,368,103 △ 629,847 △ 26.6%

34,116 452,196 △ 418,080 △ 92.5%

項　目 増　　減

水産振興部予算

沿岸漁業改善資金助成事業特別会計

一般

会計

水産振興部予算見積のポイント

水産業分野では、現状を取り巻く厳しい状況を打開し、漁業者とその家族が将来にわたって漁村で生活することができる
「若者が住んで稼げる元気な漁村」を目指す姿として、産業振興計画の取組を進めています。
令和２年度からスタートする第４期産業振興計画では、漁業生産の構造改革や市場対応力のある産地加工体制の構築、
流通・販売の強化、担い手の育成・確保を重点に、以下の取組を進めてまいります。
また、南海トラフ地震の防災・減災対策や、発災後の速やかな対応や復旧のための取組を進めてまいります。

≪重点取組≫ ★：新規 ◎：拡充 ○：継続
１ 漁業生産の構造改革
◎高知マリンイノベーションの推進による操業の効率化を支援
○黒潮牧場15基体制の維持と機能の強化
○産地市場のIoT化を推進
★クロマグロの人工種苗生産の事業化や普及に向けた取組を推進
★ブリ人工種苗を活用した輸出拡大の取組を支援
○地元と協働した定置網漁業への企業誘致を促進
★新たな漁法の導入による生産量の増大を支援
○遊漁船業等の旅行商品化や受け入れ体制の整備を支援

２ 市場対応力のある産地加工体制の構築

○水産加工施設の輸出に対応した衛生管理の高度化を支援

○水産加工業の振興に必要となる残さい処理施設や共同加工施設等の整備を支援

３ 流通・販売の強化

◎「高知家の魚応援の店」とのネットワークを活用した外商活動の一層の強化

○全国規模の水産物見本市等の商談会への出展による販路拡大を支援

◎県産水産物の海外販路を開拓し輸出を促進するための取組を総合的に支援

○流通・輸出拠点漁港（田ノ浦漁港）の機能強化に必要となる製氷・貯氷施設の整備を支援

○産地市場の統合に向けた施設整備や衛生管理の取組を支援

４ 担い手の育成・確保
◎一般社団法人高知県漁業就業支援センターが総合的に実施する研修事業等を支援
○新規就業者等の経営安定に向けた営漁指導員による経営指導を支援
◎新規就業者等の設備投資を支援

５ 中山間地域の活性化
◎高知マリンイノベーションの推進による操業の効率化を支援【再掲】
◎一般社団法人高知県漁業就業支援センターが総合的に実施する研修事業等を支援【再掲】
○地元と協働した定置網漁業への企業誘致を促進【再掲】
○遊漁船業等の旅行商品化や受け入れ体制の整備を支援【再掲】

６ 高知県１漁協構想の早期実現
○県１漁協の将来像に関する提言の早期実現に向けた取組を支援
○産地市場の統合に向けた施設整備や衛生管理の取組を支援【再掲】

７ 南海トラフ地震対策
○漁業用屋外燃油タンクの撤去及び地下燃油タンクの設置を支援
○防災拠点漁港の岸壁の耐震強化及び防波堤を粘り強い構造とするための補強工事を実施
○津波発生時に沖合の漁船との通信手段を確保するための沿岸漁業無線ネットワークによる24時間監視体制の構築
○被災した漁港施設を速やかに復旧するために必要となる漁港施設台帳等の集約・電子化を実施

【令和２年度予算の基本的な考え方】



第４期高知県産業振興計画 産業成長戦略（水産業分野）
令和２年度重点施策

効率的な漁業生産体制への転換

経営安定に向けた支援

漁業生産の構造改革

○ 一般社団法人高知県漁業就業支援センターが総合的に実施する研修事業等を支援
（漁業就業総合支援事業費 110,176千円）

○ 新規就業希望者が自立するための長期研修の実施(新規漁業就業者支援事業費補助金 2,113千円）

漁場の有効活用の促進

○ クロマグロの人工種苗生産の事業化や普及に向けた取組を推進
（マグロ養殖振興事業費 56,518千円） 流通・販売の強化

外商の拡大

○ 「高知家の魚応援の店」とのネットワークを活用した外商活動を推進
（水産物都市圏外商ネットワーク強化事業委託料 14,691千円）

○ 産地における高鮮度処理体制の構築を図るとともに県産水産物の外商活動を支援
（水産物外商活動支援事業委託料 20,532千円）

○ 東京や大阪で開催される全国規模の水産物見本市等への出展による販路拡大を支援
（見本市出展業務委託料 8,513千円、水産物地産外商推進事業費補助金 2,810千円）

産地市場の機能強化

市場対応力のある産地加工体制の構築

加工施設の立地促進や機能等の強化

養殖生産の拡大

○ 消費地市場でのイベントや量販店でのフェア等、大阪をはじめとする大消費地での
取引拡大を支援 （消費地市場販売促進事業費 1,265千円）

加工関連産業の強化

輸出の拡大

○ 輸出を促進するため加工施設の衛生管理の高度化を支援
（水産加工業高度化事業費補助金 400千円）

○ 水産加工業の振興に必要となる残さい処理施設や共同加工施設等の整備を支援
（リマ区域周辺漁業用施設設置事業費補助金（共同加工施設）84,425千円、（残渣加工施設）409,017千円、
加工関連ビジネス支援事業費 380千円）

○ 産地市場の統合に向けた施設整備や衛生管理の取組を支援
（産地市場統合推進事業費補助金 28,465千円、水産業強化支援事業費補助金 183,640千円、
鮮魚商品力向上推進事業費 151千円）

○ 県産水産物の海外販路を開拓し輸出を促進するための取組を総合的に支援
（水産物輸出促進事業費補助金 12,094千円、事務費 7,579千円）

○ 現地飲食店経営者等の知見を活かし、県産水産物の販路拡大と商品の磨き上げを促進
（水産物輸出販路拡大事業費 546千円）

○ 地元と協働した企業誘致の促進や新たな漁法の導入による生産量の増大
（ 新漁法操業モデル事業委託料 7,766千円、未利用漁場活用促進事業費事務費 355千円、

養殖業振興事業費 645千円）

新規就業者の育成

○ 民間企業や漁協が行う漁業の担い手の育成を支援（担い手育成団体支援事業費補助金 6,943千円）

○ 新規就業者等の漁船等への設備投資を支援
（漁船導入支援事業費補助金 19,400千円、 成長産業化沿岸地域創出事業費補助金 3,400千円）

○ 高知マリンイノベーションの推進による操業の効率化等を支援
（高知マリンイノベーションプラットフォーム運営協議会事務費 3,048千円、
高知マリンイノベーション推進事業費 3,427千円、水産業試験研究費 5,951千円、
水産試験場古満目分場試験研究費 1,164千円、漁海況情報等提供システム管理運営費 2,497千円）

担い手の育成・確保

○ ブリ人工種苗を活用した輸出拡大の取組を支援 （養殖ブリ輸出振興事業費 129千円）

新

新

○ 営漁指導員による経営指導を支援
（県１漁協構想推進事業費補助金（営漁指導員育成関連） 952千円）

○ 流通・輸出拠点漁港（田ノ浦漁港）の機能強化に必要となる製氷・貯氷施設の整備を支援
（広域水産物供給基盤整備事業費 52,500千円）

新

漁村におけるサービス業の創出

○ 遊漁船業等の旅行商品化や受け入れ体制の整備を支援
（遊漁等振興事業費 11,126千円、アサリ資源回復対策事業費 1,193千円）

○【再掲】ブリ人工種苗を活用した輸出拡大の取組を支援 （養殖ブリ輸出振興事業費 129千円）新

○ 産地市場のＩｏＴ化を推進
（県１漁協構想推進事業費補助金（自動計量システム関連） 860千円）

○ 【再掲】産地市場のＩｏＴ化を推進
（県１漁協構想推進事業費補助金（自動計量システム関連） 860千円）

○ 黒潮牧場15基体制を維持（広域漁場整備事業費 858,923千円）

新

新



レンタル漁船事業費補助金 （漁業振興課） 2,466千円（一）2,466千円

事業概要
（一社）高知県漁業就業支援センターが実施する漁船レンタル事業に要する漁船取得経費の補助を
行う。
見込まれる成果（当該年度） 漁業就業者の確保・増大

R2＜見直し（廃止）事業＞231,804千円（7件）
新 ：新規事業 拡：拡充事業

見

直

し

：手法改善

①受精卵生産委託料、人工種苗生産委託料、人工種苗養殖技術
開発委託料（漁業振興課）
72,822千円（うち(一)69,522千円）
・廃止理由：クロマグロ人工種苗の生産技術を一定確立することが

できたことや、今後は種苗生産から１歳までの本養殖を行い、
品質評価をするための取組を実施していくため終了廃止とする。

②水産物消費拡大事業委託料（水産流通課）
2,691千円（うち(一)2,691千円）
・廃止理由：来場者への魚食普及の機運醸成に一定効果が

あったことや、今後は県内飲食店等による魚食普及活動を
実施していくため終了廃止とする。

２．廃止

①担い手育成団体支援事業費補助金（漁業振興課）
11,757千円（うち(一)11,757千円）
・見直し内容及び理由：担い手対策事業を（一社）高知県漁業

就業支援センターで一元的に実施するため事業を見直す。

②種子島周辺漁業対策事業費補助金（漁業振興課）
136,329千円（うち(一)8,843千円）
・見直し内容及び理由：漁業生産の更なる向上のための産業振興

計画に基づく取組及び命を守る防災・減災対策を重点的に支
援するよう事業を見直す。

１．見直し（手法改善等）

Ｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃ

水産物輸出促進事業費補助金
（水産流通課）

12,094千円（一）12,094千円
（うち、2,024千円（一）2,024千円）

事業概要
県産水産物の海外販路を開拓し、輸出を促進するための総合的な支援を行う。
※拡充内容：大規模市場（中国、米国）での海外展示会への出展等による増

見込まれる成果（当該年度） 県産水産物の輸出拡大

課題3 流通・販売の強化

高知マリンイノベーションプラットフォーム運営協議会
事務費 （水産政策課）

3,048千円（一）3,048千円
（うち、1,169千円（一）1,169千円）

事業概要
大学や民間企業等が参画して本県水産業の課題解決のための産業を創出する「高知マリンイノベーショ
ンプラットフォーム」について検討する協議会を設置し、プラットフォームの全体構想や実施するプロジェクト
等について検討を行う。
見込まれる成果（当該年度） 本県水産業の操業の効率化や経営の安定化、高付加

価値化に繋がるプロジェクトの創出

課題1 効率的な漁業生産体制への転換

拡

改

課題2 担い手の育成・確保 全体成果目標：
新規就業者数 50名/年

R2＜課題解決先進枠等＞15,358千円（５件）

全体成果目標：
輸出額 ４億円以上

新

新

全体成果目標：
県内市場取扱額 90億円以上

事業のスクラップアンドビルド様式３ 水産振興部



令和２年度当初予算見積額 484,058千円

令和２年度 南海トラフ地震対策関連予算 水産振興部

１．避難路・避難
広場の確保 ３．発災後の速やかな対応と復旧

県有建築物の耐震化の推進
●内水面漁業センターの耐震補強工事 54,978千円 ⇒ 高架水槽棟及び機械棟改修工事等
●水産試験場ポンプ室改築工事 2,112千円 ⇒ ポンプ室改築及び小型水槽解体工事の設計委託料
●水産試験場古満目分場採卵作業棟補強工事 818千円 ⇒ 採卵作業棟補強工事の設計委託料

●漁業生産基盤維持向上事業費 2,457千円
⇒屋外燃油タンク１基の撤去を実施

●種子島周辺漁業対策事業費 82,461千円
⇒地下燃油タンク２基の設置を実施

漁業用屋外燃油タンクの減災・防災対策

２．被害を軽減するために

●沿岸漁業無線ネットワーク運営事業費補助金
24,931千円

⇒地震津波発生時、沖合の漁船への緊急情報の
一斉伝達や安否確認等の双方向通信をより
確実に行うため、人的バックアップを含めた24時
間監視体制を構築

沿岸漁業無線ネットワークによる24時間監視
体制の構築

●沈廃船等処理委託料 3,347千円
●市町村管理漁港沈廃船処理推進事業費補助金

2,700千円
⇒津波発生時に被害を拡大させ、復旧・復興の妨
げになる沈廃船の処理を推進

漁港に放置されている沈廃船による被害を軽減

●漁業集落環境整備
事業費 54,600千円
⇒２漁村で避難路の
整備を実施

漁村住民が津波から
避難する場所を確保

●広域水産物供給基盤整備事業費 225,750千円
⇒被災時の緊急物資輸送や水産業の早期再開に不可欠
な防災拠点漁港の岸壁の耐震強化及び防波堤を粘り
強い構造とするための補強工事の実施

防災拠点漁港の耐震強化の推進

漁協の地震・津波防
災マニュアルの改正を
支援するとともに避難
訓練の実施・参加を
促進
※予算計上なし

●広域水産物供給基盤整備事業費 6,498千円
⇒水産物の生産・流通を早期に再開するための流通拠点
漁港を中心とした漁業地域BCPの策定

●作業船位置・回航情報システム維持運営委託料
1,300千円

⇒啓開用作業船の早期導入に向けた位置・回航情報シ
ステムの試行運用

●漁港施設管理情報データベース化委託料
20,000千円

⇒被災した漁港施設を速やかに復旧するため、漁港施設
台帳、管理情報等の集約・電子化を実施

漁港の早期復旧と水産業の早期回復への取組



令和2年度当初予算見積額 1,203,104（1,009,358） 対前年度比 119.2％ （単位：千円）

令和２年度 豪雨等災害対策関連予算 水産振興部

◆豪雨等の災害を防止・軽減するための、漁港及び漁村における沖防波堤の延伸、護岸・
用地の嵩上、防風柵の設置、雨水排水施設の整備等を推進
・豪雨対策（雨水排水施設の整備等）

宇佐地区 他
・暴風対策（防風柵の設置）

佐賀漁港
・高潮・高波対策（沖防波堤の延伸、護岸・用地の嵩上）

安芸漁港、加領郷漁港

インフラ未整備箇所の対応 511,694（394,987）

◆被災後の水産業の早期再開に必要な計画策定・情報収集
・豪雨、暴風、高潮・高波対策

佐賀地区（漁業地域ＢＣＰの策定）
県内一円（作業船位置・回航情報システムの運用）

◆被災した漁港施設の復旧
・豪雨、暴風、高潮・高波対策（漁港施設災害復旧事業）

県内一円
◆事前に被災を防止するためのハード・ソフト対策の推進
・豪雨、暴風、高潮・高波対策（防波堤の強化、漁港施設の保全工事、保全計画見直し、
河口浚渫）

県内一円
◆漁業活動を継続するための障害物除去
・豪雨、高潮・高波対策（泊地浚渫、塵芥処理）

県内一円

ダメージを除去し、後の大きな被災を防ぐ 676,412（606,468）

雨水排水施設の整備(宇佐地区)

◆越波時における安全対策を迅速・確実に行うための情報収集
・高潮・高波対策（異常気象監視施設の設置）

春野漁港

その他の事業 7,798（7,800）

急激に悪化する事態への対応 7,200（0）

被災した漁港施設の復旧



令和2年度当初予算見積額 37,041千円

令和２年度 デジタル化推進関連予算 水産振興部

◆釣り漁業の操業の効率化を図るため、メジカ釣り漁業における漁場予測システムや
キンメダイ釣り漁業における二枚潮発生予測手法の開発に取り組む

◆定置網漁業や養殖業における被害軽減の取組として、
急潮予測システムの開発や赤潮の早期検知体制の確立に取り組む

課題に応じて大学や民間企
業が参画し、個別プロジェク
トを創出

の見直し

漁業現場の課
題や生産工程
の見直し

漁協

大学
国研究
機関

民間
企業

県研究
機関

高知マリンイノベーションオープンプラットフォーム

◆土佐黒潮牧場周辺の魚群の状況を把握することで釣り漁業における確実性の向上を
図るため、土佐黒潮牧場へのレーダー等の観測機器の設置試験を実施し、本格運用
を検討するために必要となる情報を収集

・土佐黒潮牧場へのレーダー、ソナー、衛星ブイの設置等に必要な費用

自動計量システム

分枝流

黒
潮

予測漁場

漁場予測システム

◆漁港施設情報の集約・電子化やICTを活用した漁港施設の機能保全
計画の効率化を図る

①防災拠点漁港6港（室戸岬、安芸、佐賀、清水、田ノ浦、沖の島）の
施設管理情報の集約・電子化を行う業務を委託 20,000千円

②漁港巡視業務（管理・利用点検）、日常施設点検及び災害点検
に漁港施設点検システム（スマートフォンアプリ）の活用 94千円

ICTを活用した漁港施設管理の高度化 20,094千円

高知マリンイノベーションプラットフォーム運営協議会事務費 3,048千円新

高知マリンイノベーション推進事業費 3,427千円

漁海況情報等提供システム管理運営費 2,497千円、水産業試験研究費 5,951千円、
水産試験場古満目分場試験研究費 1,164千円

県１漁協構想推進事業費補助金（うち市場のIoT化） 860千円

高知マリンイノベーションの推進 16,947千円

◆産地市場のIoT化を推進するため、自動計量システムの導入を支援

漁港施設管理情報データベース化委託料ほか 20,094千円新

漁港施設点検システム

両システムの連携

①

②

漁港施設管理情報プラットフォームの導入

◆大学や民間企業等が参画しIoT等の導入により本県水産業の課題解決を図るととも
に関連産業群の創出を目指す「高知マリンイノベーションプラットフォーム」を
設置・運営する。
・プラットフォームの詳細を検討する協議会開催にかかる費用
・プラットフォーム全体会や各個別プロジェクト会議の開催に係る費用

漁港管理者に対する技術的支援の一環として、水産庁が漁港施設管理
プラットフォームを構築



令和２年度当初予算見積額 2,176,331（2,176,245） 対前年度比 100.0％
（単位：千円）

公共事業総括説明資料 水産振興部

◆水産物の輸出促進に向けた高度衛生管理に対応するため、流通・
輸出拠点漁港において、市場・流通機能の強化を促進
・田ノ浦漁港（製氷・貯氷施設）

◆産地市場の拠点化に対応した流通拠点漁港の機能強化を促進
・佐賀漁港

◆台風･低気圧等の異常気象に対応した生産拠点漁港の機能強化を促進
・安芸漁港

◆南海トラフ地震対策として、緊急物資の輸送・復興の拠点となる
防災拠点漁港の岸壁の耐震強化や防波堤の粘り強い構造化、漁業
地域ＢＣＰ策定などの地震対応力の強化を促進
・室戸岬漁港、佐賀漁港(漁業地域BCP)、田ノ浦漁港、沖の島漁港

広域水産物供給基盤整備事業費 595,643（943,950）

◆漁港機能の保全･向上を図るため、省力化、軽労化に資する施設等
の整備ならびに施設の機能保全を促進
・佐賀漁港、春野漁港、竜串漁港

漁港高度利用促進対策事業費 29,700（128,250）

◆市町村施行事業の指導監督等を行うために必要な経費

市町村事業指導監督事務費 10,275（8,014）

◆カツオやマグロ類などの回遊魚の漁獲向上を目的とした浮魚礁
（土佐黒潮牧場）の更新時期を迎える２基の再設置と３基の設計
・【設置】 甲浦沖１９号、大月沖２１号
・【設計】 足摺岬沖１８号、窪川沖２０号、大月沖２１号

広域漁場整備事業費 858,923（382,512）

◆漁村の生活環境の改善を促進するとともに、地域主導で進める
「地域避難計画」と連携した津波避難施設の整備を促進
・宇佐（２）地区（南トラ対策分含む）
・田野浦地区（南トラ対策分）

◆漁業集落排水施設の機能保全工事など、長寿命化対策を促進
・加領郷地区、柏島地区、大海地区

漁業集落環境整備事業費 154,783（118,600）

◆県管理漁港における施設の機能保全工事など、長寿命化対策を促進
・野根漁港、椎名漁港、赤岡漁港、浦分漁港、田野浦漁港、
下川口漁港

水産基盤ストックマネジメント事業費 229,207（241,740）

◆生産拠点漁港において、異常気象時の越波等に対する背後施設と漁
港利用者の安全性向上を図るため、漁港機能を増進
・加領郷漁港

◆市町村管理漁港における施設の機能強化と長寿命化対策を促進
・傍士漁港、羽根漁港、住吉漁港、吉川漁港、春野漁港、
池ノ浦漁港、中ノ島漁港、新荘漁港、入野漁港、中ノ浜漁港

地域水産物供給基盤整備事業費 297,800（260,091）

◆漁港の既存ストックを有効活用し、就労環境の改善や安全性の向
上に向けた整備を促進

漁港漁場機能高度化事業費 0（93,088）


